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⿟実効性のある「学校における働き方改革」にむけて 
　・中教審初等中等教育分科会「学校における働き方改革特別部会」審議の経過（その４）

⿟教職員共済から　退職を見通したライフデザインセミナーのお知らせ

今号の掲載内容（掲載順）

実効性のある「学校における働き方改革」にむけて
中教審初等中等教育分科会「学校における働き方改革特別部会」審議の経過（その４）

中央教育審議会初等中等教育分科会学校における働き方改革特別部会　委員
小川　正人　放送大学教養学部教授（部会長）
相原　康伸　日本労働組合総連合会副会長
青木　栄一　東北大学大学院教育学研究科准教授
天笠　　茂　千葉大学教育学部教授
稲継　裕昭　早稲田大学政治経済学術院教授
風岡　　治　愛知教育大学教育支援専門職養成課程准教授
川田　琢之　筑波大学ビジネスサイエンス系教授
清原　慶子　東京都三鷹市長
佐古　秀一　鳴門教育大学理事・副学長

嶋田　晶子　武蔵野市立第五小学校校長
妹尾　昌俊　学校マネジメントコンサルタント、アドバイザー
時久　惠子　高知県香美市教育委員会教育長
橋本　幸三　京都府教育委員会教育長
東川　勝哉　公益社団法人日本PTA全国協議会会長
冨士道正尋　小金井市立南中学校校長
無藤　　隆　白梅学園大学大学院特任教授
善積　康子　三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）主席研究員

中間まとめを受け、今後議論すべき論点を整理
～中教審　第13回特別部会　５/18～

１、学校の組織運営体制の在り方について
今井功さん（全国公立学校教頭会長）から説明【資料１】
・�29年度調査結果から（調査数　約２万８千人ほぼ全数）
調査のねらい：教育現場の現状や実態を的確に把握する。
＜勤務実態からの課題＞
・�時間を費やす職務　依頼・調査への対応、保護者・
PTA・地域・関係諸団体への対応、児童・生徒への対
応となっている。
・�教頭・副校長の勤務時間は多くが過労死ラインを超えて
いる。
・�学校組織の見直しのために、複数配置、主幹教諭・事務
職員・サポートスタッフの充実を。
・�中教審中間まとめ、緊急対策は賛成の立場だが、スタッ
フ等が配置され管理・調整は副校長・教頭の仕事になる。
＜別の課題として＞
・�経験年数10年未満の教員の増加←副校長・教頭の現状の

業務では人材育成までは行えない。
・�副校長・教頭の業務を担当する主幹教諭の配置促進、事
務職員の配置（副校長・教頭との業務配分）、副校長・
教頭の業務を担うサポートスタッフの配置が望まれる。
その中でも権限を持った主幹教諭が有効と考える。
○委員からの質問・意見等
小川：現状の副校長・教頭の配置はどのようになっている
か。主幹教諭、事務職員、サポートスタッフの配置の規模
等はどのように考えているか。
今井：副校長・教頭は大規模校に複数配置されているが調
査等は学校の規模に関係なくある。全校複数配置が望まし
いが現実的には難しい。教務主任よりも主幹教諭が権限
（判断、決済）を持っているので有効である。副校長・教
頭の複数配置と同様の効果があると思われる。事務職員に
ついては未配置校の場合、教頭が業務を担っている。事務
職員の複数配置も有効である。サポートスタッフは教頭の

５月18日、第13回中教審特別部会が開催され、第11回、12回に引き続き、「学校の運営体制の在り方について」の議論
が行われました。事務局から論点の整理案が示され、委員からの意見等をふまえて次回（第14回）まとめられる見通しです。

○議題　１．学校の組織運営体制の在り方について　　２．その他
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業務で庶務的なもの（印刷など）について担ってもらうこ
とは有効。教員にとっても有効である。
○校長の立場からの意見として
嶋田：（報告の内容は）納得できるものである。（調査が負
担となっていることについて）細かな調査、量の多さ、確
実性、提出までの時間の短さなど調査に追われている現状
がある。主幹と主任では学校経営への参画という意識に違
いがある。主幹教諭には副校長・教頭が相談できる。サポー
トスタッフについては勤務の管理は副校長・教頭が行って
いることも業務量の増加となっている。
冨士道：（報告の）通りだなというのが実感である。副校長・
教頭の業務は庶務と総務で、管理職なのかというような業
務になっている。主幹の仕事の割り振りについて主幹が仕
事をできる時間の管理、体制の整備が必要（授業、子ども
との時間もある）。主幹教諭はミドルリーダーであり若手
教員との窓口となる。人材育成のための研修や他地域の状
況等の学習などが必要になってくるだろう。地域・PTA
との連携も重要になってくる。
○質問・意見として
時久：「保護者・PTA・地域との連携」外部との連携の概要は。
今井：PTAは週１程度の打ち合わせ、その他に地域の青
少年育成との連携などもある。保護者対応窓口は校長では
なく教頭。施設設備の修繕も大きなウェイトを占める。
時久：学校に連携の担当が必要と考えている。地域連携
コーディネーターについて事務処理は教頭と考えられる。
例示された地域との連携業務は時間を多くとられる。それ
らの業務に対応する職員やコーディネーターの活用が必要
ではないかと考える。
今井：地域との連携にはある程度の決裁権が必要になるた
め、窓口は校長・教頭が当たることになるのが実態である。
妹尾：校長との関係により業務が変わることも考えられる
ことや生徒指導上課題のある学校についてなど、今後それ
らのわかるような調査内容の検討をしてはどうか。比較的
仕事の早い教頭の特徴はどのようなものか。副校長・教頭
の支援に求められるスキルはどのようなものか具体化して
いく必要がある。調査結果では学校経営、事務関連の業務
時間が多くなっている。ITスキルが必要と考えられる。
調査の多さはもっともであるが教委の業務加重も課題と
なっており教委が調査の精査をすることができないことも
問題である。
稲継：過酷な労働実態になっている。多くの調査があるが
発出元はどこがどのくらいとなっているか。
＊詳細は後ほど報告することとなった。
清原：校長と副校長・教頭との関係がどのようかが重要。
今後の調査で明確になればと思う。「依頼文書や苦情対応
がストレス」となっているが、児童・生徒・地域・PTA
との対応に時間をかける方向で働き方を考えるのが優先で
あると考える。調査等への改善など問題提起をしてきたこ
とがあるか。
今井：依頼されたら回答せざるを得ず提言等は行えていな
い。必要な調査であると理解している。校長との人間関係
についてのストレス度は以前の調査では５～６％であった。

天笠：在職年数期間はどのくらいか。経年がマネジメント
力の低下、意欲の低下につながるのではないか。マネジメ
ントの質の維持、意欲の維持・向上に制度的なフォローも
必要ではないか。
今井：在職期間は２～４年程度。８年という例もある。資
質の向上として教頭会で研修を行っている。
青木委員：副校長・教頭の本来業務は何と考えるか。複数
の主幹教諭を配置するとしてどのような業務の担当とする
か。
今井：本務業務は、教職員の育成、職場の人間関係作り、
児童・生徒への指導と考えている。教務主任と主幹教諭が
兼任である場合、副校長・教頭の業務軽減とはならない。
副校長・教頭のマネージャーとなりうるものが望ましい。
風岡：都道府県による違いはあるか。事務職員は都道府県
によって職務に違いがあり、標準的職務が明確となってい
るかによって業務が異なっている。それにより副校長・教
頭との業務分担が異なることが考えられる。
今井：都道府県の差はない。（今回提示した調査では行っ
ていないが）今年度では事務職員との業務分担による調査
をしている。事務職員との連携は重要と考える。
東川：PTAとの時間はもっとあるのではないか、地域差
もあるのではないか。地域の中心となる業務（○市PTA
など）を担っており業務がさらに増えることもある。
善積：主幹教諭がただ増えればいいとは思っていない。（学
校現場を見に行ったが）業務の分担が明確にされていない
印象を持った。校長・副校長・教頭の事務を担うものだけ
ではなくミドルリーダーとして人的な育成をしていくこと
が求められるのではないか。事務的なことについては適し
た人をつけていくことが必要なのではないか。業務の役回
りを明確にして人をつける必要があるのではないか。
小川：主幹教諭の業務を明確化することが必要であると考
える。
今井：やりがいを感じることとして、「児童・生徒の成長
を見られる」「教職員の成長がみられる」「課題解決がはか
られた」「地域から成果を評価される」が挙げられている。
事務職員との連携について（副校長・教頭の）業務遂行に
決裁権が必要であることを申し上げておく。

２．その他（学校組織運営体制の在り方について論点の整理）
○事務局から説明：管理職の組織マネジメント　勤務時間
の管理　権限と責任をもった主幹教諭ミドルリーダーが
リーダーシップを行使する「分散型リーダーシップ」
①法令等の定めにより設置される組織や委員会等の積極的
な整理・統合　②権限と責任を持った主幹教諭の配置　持
ち時間数の軽減　標準的な職務内容の提示　③校務運営へ
の参画の拡充　共同学校事務室の設置・活用　標準的な職
務内容を具体的に整理　④資質育成のための研修
○委員からの質問・意見等
清原：２．①について管理職の決断力が必要。ガバナンス、
マネジメント能力が必要。主幹教諭の時間軽減が必要。事
務職員の共同化の一定の規定が必要。権限と責任の所在の
明確化が必要。
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相原：（今井さんの報告について）自己の成長を楽しめる、
実感できる、ことがやりがいとなる仕事となることが望ま
れる。「個業型」から「分散型」にとあるが教員のめざす
姿は高い専門性を求められる、ことが根本という定めが必
要であろう。長時間労働の是正にどのようにつながったか
というポイントを絞って好事例を示す必要がある。事務職
員の位置づけを高めることも必要。
稲継：現状では管理職の組織マネジメント力は発揮できな
い。ミドルリーダーが置かれるべき。
川田：対象と目標を明確にする必要がある。負担の平準化
をはかることが必要。
妹尾：学校が組織として過剰サービスとなっている。優先
順位を示す組織となっていない。分散型リーダーシップに
ついて現状の課題はどのようなのか。組織運営としては注
意して使う必要がある。事務職員、サポートスタッフとの
役割分担をどうしていくか。業務を切り離す、集中化する
など事務職員の仕事を減らさないと学校運営に参画できな
い。①は学校もしくは設置者の判断ではないか。全体とし
て校長への言及が弱い。校長のマネジメント能力等は誰が
フィードバックするのか。過去の課題がこの内容で解決で
きるのか。
冨士道：課題に対応するため○○委員会等が増えていきビ
ルド・ビルドとなっている。機能的に機動的に既存の組織
でできるか、見直しをしていく必要がある。
善積：委員会等の統合、再編は助言してもすすまないのが
実情。例示はあった方が良いだろう。
嶋田：組織を減らしてもやること業務は減らない。

風岡：事務の効率化には庶務事務システム等の導入がある
が自治体判断のため差がある。事務長と事務職員の役割を
分けて考えるべき。事務長は管理職という捉えで配置して
いくべき。法改正では事務職員の採用についても検討して
いくとされている。採用形態による資質の違いについて検
討していく必要がある。児童・生徒の課題に有効なSC、
SCWの活用について位置づけが不明確である。用務員さ
んが学校に有効であった。用務員さんを地域で共同実施な
どとして活用されていた。自治体配置のため難しいが検討
することもあるだろう。
青木：副校長・教頭の業務、調査にかかる業務は細切れの
ため負担感があるのでは。②主幹教諭を置く場合には○○
主任を置かないことができる、規定があることから教務主
任の兼務などがある。役割分担はどうするか、本来業務は
何か、必要なスキルは何かなど整理が必要。主幹教諭のポ
ンチ絵の改定。
天笠：校務運営について、前提は学校の主体性である。（校
長・副校長・教頭の）昇任試験の在り方が問われなくては
ならないのではないか。それぞれの立場における負担軽減
措置を累積していくことや、教職大学院のサポートシステ
ムとしての位置づけ、校内研修のあり様を見直していくこ
とが必要ではないか。自己の成長を学校運営組織として担
保していくことも必要だろう。

　最後に小川座長から、今回示された論点整理について
委員からの意見等をふまえ整理し、次回引き続き議論す
るとして審議を終えました。
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